
 

 

 

 

 

第３次徳島東部地域定住自立圏共生ビジョン 

 

 

（案） 

令和８年２月１６日現在 

 

 

 

 

令和８年 月 

徳  島  市 
策定    令和３年３月３１日 

第１回変更 令和３年７月 １日 

第２回変更 令和４年３月３１日 

第３回変更 令和５年３月３１日 

第４回変更 令和６年３月３１日 

第５回変更 令和７年３月３１日 

第６回変更 令和８年 月  日 

 

 

資料２ 



第３次徳島東部地域定住自立圏共生ビジョン 目次 

 

Ⅰ 定住自立圏及び市町村の名称  1 

１ 定住自立圏の名称 1  

２ 圏域を形成する市町村の名称 1  

Ⅱ 定住自立圏の将来像  2 

１ 圏域の状況 2  

２ 圏域の将来像 3  

３ 将来の人口目標 4  

４ 市町村の役割分担 5  

Ⅲ 定住自立圏共生ビジョンの期間  5 

Ⅳ 定住自立圏形成協定に基づき推進する具体的取組  6 

○ 将来像の実現に向けた具体的取組（総括表） 6  

１ 生活機能の強化に係る政策分野 7  

⑴ 医療 7  

⑵ 福祉 8  

⑶ 教育 9  

⑷ 産業振興 10  

⑸ 環境衛生 17  

⑹ その他 18  

２ 結びつきやネットワークの強化に係る政策分野 19  

⑴ 道路等の交通インフラの整備 19  

⑵ 地域内外の住民との交流・移住促進 20  

⑶ その他 23  

３ 圏域マネジメント能力の強化に係る政策分野 24  

⑴ 宣言中心市等における人材の育成 24  

⑵ 宣言中心市等における外部からの行政及び民間人材の確保 25  

⑶ その他 27  

Ⅴ 参考資料  29 

 １ 徳島東部地域定住自立圏共生ビジョン推進体制 31  

 ２ 徳島東部地域定住自立圏共生ビジョン懇談会設置要綱 32  

 ３ 徳島東部地域定住自立圏共生ビジョン懇談会委員名簿 33  

 



- 1 - 

Ⅰ 定住自立圏及び市町村の名称               

 

 

１ 定住自立圏の名称 

   徳島東部地域定住自立圏  

 

 

２ 圏域を形成する市町村の名称 

   徳島市（中心市）、小松島市、勝浦町、上勝町、佐那河内村、石井町、 

    神山町、松茂町、北島町、藍住町、板野町、上板町  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

徳島県 

 

１ 定住自立圏の名称 

２ 圏域を形成する市町村の名称 
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Ⅱ 定住自立圏の将来像                    

 

 

１ 圏域の状況 

徳島東部圏域は、吉 野川や勝浦川などの沖積平野に市街地が形成され、東部は

紀伊水道に臨み、南部は山々の緑を背にした自然豊かな地域であります。また、温暖な

気候と豊かな水に恵まれ、阿波おどりや藍産業に代表される魅力的な伝統文化を育み

ながら、阿波の政治・経済の中心として栄えてきました。 

近年では、京阪神高速ネットワークとの接点となる四国横断自動車道が徳島ＩＣまで

開通（平成２７年３月）するとともに、徳島JCT以南の区間でも着々と準備が進められる

（徳島沖洲IC～徳島津田IC間は令和３年３月開通）など、高速道路網の発達に加え、

徳島阿波おどり空港及び重要港湾である徳島小松島港など陸・海・空の広域交通体

系が整備され、経済、観光、文化などの分野に幅広い効果を生み出しています。 

このように、交 通網の整備 等により、圏 域住 民の交流 が活 発 化され、通 勤・通 学や

買い物、医療、福祉など日常生活の結びつきが、ますます強まる一方で、若者などを中

心に都市圏への人口 流出に歯止めがかからず、少子高 齢化の進 行ともあいまって、人

口減少が加速される状況に陥っています。こうした状況が続くと、地域の活力が失われ、

雇用の場や生活関連サービスの水準を維持していくことが困難となることが予想されるこ

とから、人口減少及び少子高齢化に対応したまちづくりを進めるとともに、社会を支える

世代の定住を促進させることが、これからの課題であると考えられます。 

【通勤・通学の状況】

 

出 典 ：総 務 省 「令 和 2年 国 勢 調 査 」 

人 口 、就 業 者 数 及 び通 学 者 数 等 は、定 住 自 立 圏 構 想 推 進 要 綱 （令 和 4年 11月 14日 一 部 改 正 ）に基 づき、 

国 勢 調 査 令 （昭 和 55年 政 令 第 98号 ）によって調 査 した令 和 2年 10月 1日 現 在 の数 値 を用 いています。 

１ 圏域の状況 
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（単位：人）

平成７年 平成17年 平成27年 令和2年 令和7年 令和17年
268,706 267,833 258,554 252,391 244,731 225,797
－ (99.7%) (96.2%) (93.9%) (91.1%) (84.0%)
43,349 42,115 38,755 36,149 33,277 28,219
－ (97.2%) (89.4%) (83.4%) (76.8%) (65.1%)
7,067 6,303 5,301 4,837 4,343 3,436
－ (89.2%) (75.0%) (68.4%) (61.5%) (48.6%)
2,318 1,955 1,545 1,380 1,220 935
－ (84.3%) (66.7%) (59.5%) (52.6%) (40.3%)
3,245 2,800 2,289 2,058 1,829 1,416
－ (86.3%) (70.5%) (63.4%) (56.4%) (43.6%)
25,436 26,068 25,590 24,833 23,991 21,965
－ (102.5%) (100.6%) (97.6%) (94.3%) (86.4%)
8,614 6,924 5,300 4,647 4,025 2,986
－ (80.4%) (61.5%) (53.9%) (46.7%) (34.7%)
13,562 14,926 15,204 14,583 14,192 13,135
－ (110.1%) (112.1%) (107.5%) (104.6%) (96.9%)
19,514 20,703 22,446 22,745 22,821 22,308
－ (106.1%) (115.0%) (116.6%) (116.9%) (114.3%)
28,408 32,286 34,626 35,246 35,228 34,126
－ (113.7%) (121.9%) (124.1%) (124.0%) (120.1%)
13,999 14,519 13,358 13,042 12,289 11,101
－ (103.7%) (95.4%) (93.2%) (87.8%) (79.3%)
12,721 13,123 12,039 11,384 10,664 9,188
－ (103.2%) (94.6%) (89.5%) (83.8%) (72.2%)

446,939 449,555 435,007 423,295 408,610 374,612
－ (100.6%) (97.3%) (94.7%) (91.4%) (83.8%)

徳島県に占める割合 53.7% 55.5% 57.6% 58.8% 60.2% 62.4%

832,427 809,950 755,733 719,559 679,024 600,769
－ (97.3%) (90.8%) (86.4%) (81.6%) (72.2%)

出典：実績は、総務省「国勢調査」（各年10月１日現在）

　　　推計は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の市区町村別将来推計人口」（令和5年推計）

　　　(  )内は平成７年を基準とした増減率

北島町

藍住町

板野町

上板町

圏域合計

徳島県

勝浦町

上勝町

佐那河内村

石井町

神山町

松茂町

【総人口の推移】

区　分
実　　績 推　計

徳島市

小松島市

 

 

 

 

 

わが国は、出生率の低下と高齢化の進展により、地方圏のみならず三大都市圏にお

いても人口が減少するなど、本格的な人口減少社会の到来を迎えており、さらには、産

業・経済のグローバル化など、社会情勢も大きく変化してきています。 

このような中、最も住 民に近く、生活に密着した市町村においては、自治体自らの判

断と責 任により地 域の様 々な課 題に取り組 み、地 域 全 体の魅 力 を高め、定 住 人 口の

減少を抑えていくことが重要となってきます。 

しかし、今後のまちづくりを考えるに当たって、これまでのように全ての市町村においてフ

ルセットで生活機能を整備するには限界があります。そこで、本圏域においても、それぞれ

の地域が知恵を出し合い、今まで以上に連携及び協力をすることで、都市機能の集約

的な整備や生活機能の確保を図り、圏域を一体的に発展させることが必要となります。 

２ 圏域の将来像 
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こうしたことから、「徳島東部地域定住自立圏」を形成し、圏域の各市町村の地域特

性を互いに尊重しながら、共通する課題の解決と圏域の活力を高めていくための取組を

着実に実行することで、みんなが安心して暮らし続けたいと思える、潤いと賑わいのある魅

力あふれる圏域の創造を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国 立 社 会 保 障 ・人 口 問 題 研 究 所 が出 した将 来 推 計 人 口によると、今 後 、圏 域 人

口は大きく減少するとされています。 

この共 生ビジョンに掲 げる事 業 を推 進することにより、長 期 的には圏 域の各市 町 村の 

総合戦略における将来人口を維持することを目標とし、中期的には令和１７年の圏域

人口の目標を次のとおりとします。 

（単位：千人）

令和2(2020)年

実　　績 推計 目標

0-14歳 47 36 40
15-64歳 225 204 209
65歳以上 125 135 135

総数 423
（うち年齢不詳） (26)

375

区　分
令和17（2035）年

384

出典：実績は、総務省「国勢調査」（各年10月１日現在）

　　　推計は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の市区町村別将来推計人口」（令和５年推計）

 

ひとをつくり・地域を興し・未来につなぐ 

みんなで暮らし続ける魅力ある共創交流圏 

 
 
●地域医療の連携 

●子育て環境の充実 

●公共施設の広域利用 

●圏域内の観光資源を生かした 

観光開発、観光誘致 

●地域特産品を生かしたブランド 

化及び地産地消の推進 

●地域資源や企業等の技術を活用 

した産業の育成 

●圏域内への企業誘致の推進 

●中心市街地の都市機能の充実 

●鳥獣害対策の推進 

●環境保全活動の推進 

生活機能の強化 
 
 
●圏域内外を結ぶ道路網の整備 

促進等の連携 

●文化・スポーツ交流の推進 

●就農支援体制の連携強化 

●移住・長期滞在の推進 

●情報システムの共同研究 

結びつきやﾈｯﾄﾜｰｸの強化 
 
 
●圏域内市町村職員の人材育成 

●外部からの人材の確保 

●圏域内市町村の行政運営機能 

の強化 

●地域づくり活動の育成・支援 

圏域ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ能力の強化 

３ 将来の人口目標 
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中心市である徳島市は、圏域全体を視野に入れ、リーダーシップを発揮し、圏域にお

けるマネジメントを担いながら、定住に必要な都市機能の整備や生活機能の確保に努め

ることで、圏域全体の活性化と魅力ある地域の形成を図っていきます。 

一方、近隣１１市町村は、生活機能の確保や充実に努めるとともに、それぞれの地域

が有する豊かな自然環境の保全及び、歴史や文化の保存・継承を図りながら、圏域の

魅力向上と一体感の醸成に向け、それぞれが役割を果たしていくものとします。 

 

 

Ⅲ 定住自立圏共生ビジョンの期間               

 

令和３年度から令和７年度までの５年間とし、毎年度所要の変更を行うものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 市町村の役割分担 
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材
の

確
保

外
部

人
材

共
同

招
へ

い
事

業
(P

26
)

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○

①
　

圏
域

内
市

町
村

の
行

政
運

営
機

能
の

強
化

行
政

運
営

に
関

す
る

研
究

会
開

催
事

業
(P

27
)

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○

②
　

地
域

づ
く
り

活
動

の
育

成
・
支

援
地

域
づ

く
り

活
動

団
体

等
育

成
・
支

援
事

業
(P

28
)

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○

圏 域 マ ネ ジ メ ン ト

能 力 の 強 化
⑶

　
そ

の
他

定
住

自
立

圏
形

成
協

定
共

生
ビ

ジ
ョ
ン

の
具

体
的

取
組

　
（
　

）
内

：
掲

載
ペ

ー
ジ

徳
島

市
と

連
携

す
る

市
町

村
（
○

印
：
連

携
す

る
取

組
）

生 活 機 能 の 強 化

⑷
　

産
業

振
興

結 び つ き や ネ ッ ト

ワ ー ク の 強 化

⑵
　

地
域

内
外

の
住

民
と

の
交

流
・
移

住
促

進
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 生活機能の強化に係る政策分野  

 

⑴ 医療 

本圏域の中心部には、徳 島県の医療拠点となる徳 島大学病院をはじめ高度先進的な医療機

関が立地している一方で、山間地域においては医療機関が少なく、高度医療を受ける機会の確保

は困難な状況にあります。 

このため、徳島市民病院が圏域の中核的病院としての役割を果たすため、地域医療機関との適

切な役割分担と連携を推進しながら、圏域の医療環境の充実に努めます。 

 

① 地域医療の連携 

   ◆協定の内容 

取組の内容 
徳 島 市 民 病 院 を核 とした医 療 施 設 の機 能 分 化 と連 携 強 化 を推 進 すること

で、圏 域 内 の医 療 資 源 を有 効 に活 用 し、地 域 医 療 体 制 の充 実 ・強 化 を図

る。 

中 心 市 

(甲)の役割  

徳 島 市 民 病 院 及 び乙 並 びに連 携 市 町 村 の区 域 内 の医 療 機 関 との連 携 を

強 化 し、徳 島 市 民 病 院 において紹 介 患 者 に対 する医 療 の提 供 や医 療 機 器 等

の利 用 、医 療 従 事 者 に対 する研 修 を実 施 する。 

近隣市町村 

(乙)の役割  

国 民 健 康 保 険 勝 浦 病 院 及 び国 民 健 康 保 険 上 勝 町 診 療 所 及 び国 民 健

康 保 険 上 勝 町 福 原 診 療 所 並 びに徳 島 市 民 病 院 との連 携 を強 化 し、徳 島 市

民 病 院 に対 する患 者 の紹 介 や医 療 機 器 等 の利 用 、徳 島 市 民 病 院 が実 施 す

る研 修 に医 療 従 事 者 が参 加 する機 会 を確 保 する。 

 

◆具体的な取組事業 

事 業 名 徳 島 市 民 病 院 との連 携 強 化 事 業  

連携市町村 徳 島 市 ・勝 浦 町 ・上 勝 町  

事 業 内 容 
医 療 施 設 の機 能 分 化 と連 携 を強 化 し、徳 島 市 民 病 院 を核 とした密 度 の濃

い医 療 連 携 の構 築 を図 る。また、地 域 医 療 向 上 のため教 育 と研 修 に努 める。 

効 果 

○圏 域 内 のどこに住 んでいても高 度 で専 門 性 の高 い医 療 の提 供 を受 けることが

可 能 になる。 

○高 額 医 療 機 器 等 の利 用 が可 能 になる。 

○地 域 の医 療 従 事 者 の技 術 力 向 上 が図 られる。 

成 果 指 標 
連 携 施 設 から徳 島 市 民 病 院 への紹 介 患 者 数 （年 間 ） 

当初値(R元年度) 7人 目 標 値 (R7年 度 ) 15人  

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 

具体的な事業 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 

紹 介 患 者 に対 する医 療 の提 供       

医 療 機 器 の共 同 利 用       

地 域 医 療 従 事 者 に対 す る 研 修 の

実 施  
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事 業 費 

（千円） 

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 計 

100 100 100 100 100 500 

活用を想定する

補助制度等 
－ 

役割分担 

の考え方  

徳 島 市 が負 担 する。ただし、今 後 において新 たな費 用 が発 生 した場 合 には、連

携 市 町 村 で協 議 し決 定 する。 

注 ） 事 業 費 は 、 現 時 点 に お け る 連 携 市 町 村 の 合 計 額 ( 見 込 ) を 記 載 し て お り 、 毎 年 度 の 予 算 に よ り 定 め ま す 。 

 

⑵ 福祉 

本 圏 域 では、就 労 形 態 の変 化 や社 会 参 加 の拡 大 などから、保 育 ニーズが多 様 化 してきており、

圏域住民が安心して子育てができる環境整備が求められています。 

このため、圏 域 内 の各 市 町 村 が実 施 している子 育 て支 援 に関 する事 業 を、圏 域 の住 民 の広 域

利用を可能にすることで、圏域全体で子育て環境の充実を図ります。 

 

① 子育て環境の充実 

◆協定の内容 

取組の内容 
圏 域 内 住 民 に対 する子 育 て支 援 の充 実 を図 るため、子 育 て支 援 に関 する

事 業 の広 域 利 用 を推 進 し、住 民 が安 心 して子 育 てができる環 境を整 備 する。 

中 心 市 

(甲)の役割 

甲 が実 施 する子 育 て支 援 に関 する事 業 の対 象 区 域 を拡 大 して乙 及 び連 携

市 町 村 の住 民 の利 用 に供 し、広 域 利 用 が円 滑 に行 われるよう運 営 体 制 の充

実 や住 民 への周 知 を行うとともに、連 携 市 町 村 の調 整 を図る。 

近隣市町村 

(乙)の役割 

【事 業 を実 施 する市 町 村 】 

乙 が実 施 する子 育 て支 援 に関 する事 業 の対 象 区 域 を拡 大 し、甲 及 び連 携

市 町 村 の住 民 の利 用 に供 するとともに、広 域 利 用 が円 滑 に行 われるよう運 営

体 制 の充 実 や住 民 への周 知 を行う。 

【事 業 を利 用 する市 町 村 】 

甲 及 び連 携 市 町 村 が実 施 する子 育 て支 援 に関 する事 業 について、広 域 的

な利 用 が円 滑 に行 われるよう運 営 に必 要 な支 援 を行 うとともに、乙 の区 域 内 の

住 民 が円 滑 に利 用 できるよう周 知 する。 

 

◆具体的な取組事業 

事 業 名 病 児 保 育 事 業  

連携市町村 全 市 町 村  

事 業 内 容 
 連 携 市 町 村 が持 つ病 児 保 育 事 業 に係 る供 給 体 制 （利 用 定 員 ）の余 剰 を活

用 し、連 携 市 町 村 の病 児 （急 性 期 を経 過 した病 中 病 後 の乳 児 ・幼 児 又 は小

学 校 に就 学 している児 童）を相 互 に受け入 れる。 

効 果 

○病 児 保 育 事 業 の実 施 施 設 がない連 携 市 町 村 において最 小 限 度 の財 政 負

担 で新 たな子 育 て支 援 サービスを獲 得 できる。 

○実 施 施 設 がある連 携 市 町 村 においては財 源 上 の課 題 克 服 に貢 献 できる。 

○圏 域 内 のサービス提 供 基 盤 の安 定 確 保 に資 することができる。 
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成 果 指 標 
病 児 保 育 利 用 延 べ人 数 （年 間 ） 

当初値(R元年度) 7,798人  目 標 値 (R7年 度 ) 10,029人  

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 

具体的な事業 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 

広 域 利 用 の実 施       

      

      

      

事 業 費 

（千円） 

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 計 

119,808 117,616 123,688 128,551 147,017 636,680 

活用を想定する 

補助制度等 

子 ども・子 育 て支 援 交 付 金 、多 様 な子 育 て支 援 推 進 交 付 金 、病 児 保 育 事

業 広 域 利 用 負 担 金  

役割分担 

の考え方 

広 域 利 用 する病 児 保 育 事 業 に係 る事 業 費 の負 担 方 法 については、連 携 市 町

村 で協 議 し決 定 する。 

注 ）事 業 費 は、現 時 点 における連 携 市 町 村 の合 計 額 (見 込 )を記 載 しており、毎 年 度 の予 算 により定 めます。  

 

⑶ 教育 

圏域 住 民の多 様 化する学習ニーズに対応するため、生涯 学習 の機 会の提 供など、学 習環 境の

充実が求められていることから、圏域内 において、生 涯学習の拠 点となる文化 ・教育施 設等の広 域

利用を促進します。 
 

① 公共施設の広域利用 

◆協定の内容 

取組の内容 
圏 域 内 住 民 に対 する生 涯 学 習 の機 会 の拡 大 や余 暇 の充 実 を図 るため、圏

域 内 の文 化 ・教 育 施 設 等 の広 域 利 用 を促 進 する。 

中 心 市 

(甲)の役割 

徳 島 市 立 図 書 館 を乙 及 び連 携 市 町 村 の住 民 の利 用 に供 し、甲 の区 域 内

の住 民 に対 して広 域 利 用 について周 知 するとともに、連 携 市 町 村 の調 整 を図

る。 

近隣市町村 

(乙)の役割 

【市 町 村 立 図 書 館 がある場 合 】 

小 松 島 市 立 図 書 館 、北 島 町 立 図 書 館 及 び藍 住 町 立 図 書 館 を甲 及 び連

携 市 町 村 の住 民 の利 用 に供 するとともに、乙 の区 域 内 の住 民 に対 して広 域 利

用 について周 知 する。 

【市 町 村 立 図 書 館 がない場 合 】 

甲 及 び連 携 市 町 村 と連 携 し、連 携 市 町 村 立 図 書 館 の広 域 利 用 について、

乙 の区 域 内 の住 民 に周 知 する。 

 

◆具体的な取組事業 

事 業 名 圏 域 内 図 書 館 相 互 利 用 事 業  

連携市町村 徳 島 市 ・小 松 島 市 ・石 井 町・北 島 町 ・藍 住 町  

事 業 内 容 
徳 島 市 立 図 書 館 、小 松 島 市 立 図 書 館 、北 島 町 立 図 書 館 及 び藍 住 町 立 図

書館を､連携 市町の住民の利用に供する。 
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効 果 ○連 携 する市 町 村 住 民 の利 便 性 の向 上 を図 る。 

成 果 指 標 
相 互 利 用 登 録 者 数 （累 計 ） 

当初値(R元年度) 3,083人 目 標 値 (R7年 度 ) 5,500人 

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 

具体的な事業 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 

相 互 利 用 の実 施       

      

      

事 業 費 

（千円） 

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 計 

5,000 5,458 4,483 5,516 5,300 25,757 

活用を想定する 

補助制度等 
徳 島 県 市 町 村 職 員 互 助 会 公 益 目 的 事 業 助 成 金 (北 島 町 ) 

役割分担 

の考え方 

原 則 、利 用 者 カード発 行 の費 用 については、当 該 市 町 村 で負 担 する。ただし、

今 後 において新 たな費 用 が発 生 した場 合 は、連 携 市 町 村 で協 議 し決 定 する。 

注）事業費は、現時点における連携市町村の合計額(見込)を記載しており、毎年度の予算により定めます。 

 

 

⑷ 産業振興 

圏 域 における産 業 振 興 については、消 費 の低 迷 や就 業 者 の高 齢 化 、担 い手 不 足 などの課 題 を

抱える一方で、若者層を中心とした圏域外への流出に歯止めがかからない状況において、今後、本

圏域で定住 人 口を維持 するためには、地域 産業 の活性 化が不可 欠であり、圏域 内の関 係 団体 と

の連携を強化するとともに、産学官連携を一層進め、他の圏域との差別化を図る取組が重要となっ

ています。 

このため、圏域の連携市町村の地域資源を有効に活用した観光開発や地域特産品を生かした

ブランド化 、起 業 支 援 、企 業 誘 致 の推 進 及 び鳥 獣 害 対 策 の推 進 を図 るとともに、中 心 市 における

中心 市街 地での都 市機 能を充実するなど、新たな広域 連携での取組 を推 進し、産 業振 興 を通じ

た圏域全体の活性化を図り、新たな雇用を生み出す産業基盤の確立を目指します。 
 

  ① 圏域内の観光資源を生かした観光開発、観光誘致 

◆協定の内容 

取組の内容 

圏 域 内 に有 する自 然 や歴 史 、文 化 等 の価 値 の高 い資 源 を生 かした広 域 的

な体 験 型 ・滞 在 型 観 光 等 の観 光 開 発 を共 同 で推 進 し、観 光 ルートの開 発 や

観 光 施 設 の整 備 を行 い、観 光 資 源 の魅 力 を向 上 させ、観 光 客 の増 加 や関 連

産 業 の拡 大 を図 る。 

中 心 市 

(甲)の役割 

乙 及 び連 携 市 町 村 並 びに関 係 団 体 等 と連 携 し、圏 域 全 体 の調 整 をしなが

ら、観 光 資 源 の発 掘 や魅 力 の向 上 を図 るとともに、新 たな観 光 開 発 や情 報 発

信 、ＰＲ活 動 等 を行 う。 

近隣市町村 

(乙)の役割  

甲 及 び連 携 市 町 村 並 びに関 係 団 体 等 と連 携 し、乙 の区 域 内 の観 光 資 源

の発 掘 や充 実 を図 るとともに、新 たな観 光 開 発 や情 報 発 信 、ＰＲ活 動 等 を行

う。 
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◆具体的な取組事業 

事 業 名 観 光 開 発 ・観 光 誘 致 事 業  

連携市町村 全 市 町 村  

事 業 内 容 

圏 域 市 町 村 が有 する自 然 や歴 史 ・文 化 など、さまざまな観 光 資 源 を発 掘 し

て魅 力 向 上 を図 ることで圏 域 での観 光 エリアを形 成 し、そのエリア内 においての交

流 人 口 を活 発 化 させ、宿 泊 、観 光 体 験 、地 元 食 材 を生 かしたグルメなどの体

験 型 観 光 による長 期 滞 在 型 観 光 を実 施 する。 

また、近 年 、着 地 型 観 光 に力 点 が入 れられている状 況 から、これらの観 光 客

ニーズに対 応 できる商 品 開 発 や拠 点 整 備 を図 るとともに、さまざまな観 光 資 源 、

イベントや観 光 ルートメニューの情 報 発 信 ・観 光 ＰＲを一 体 的 に行 い、関 連 産 業

の拡 大 や観 光 消 費 の活 性 化 を図 り、圏 域 内 外 での交 流 人 口 を拡 大 する。 

効 果 

○観 光 資 源 の発 掘 及 び魅 力 の向 上 が図 られる。 

○広 域 観 光 資 源 の一 体 的 な情 報 発 信 によるＰＲ効 果 の向 上 が図 られる。 

○観 光 客 の増 加 による交 流 人 口 の拡 大 が図 られる。 

○観 光 客 の利 便 性 ・満 足 度 の向 上 が図 られる。 

○体 験 観 光 を核 とする関 連 産 業 の拡 大 及 び長 期 滞 在 型 観 光 メニューの開 発

が図 られる。 

○圏 域 内 でのにぎわいの創 出 及 び消 費 の拡 大 が図 られる。 

成 果 指 標 
連 携 市 町 村 観 光 客 入 り込 み数（年 間・暦 年 ） 

当初値 (R元 年) 8,988千人  目 標 値 (R7年 ) 10,000千人  

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 

具体的な事業 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 

観 光 資 源 の発 掘 ・景 観 整 備       

地 域 資 源 を 活 用 した体 験 型 観 光

メニューの開 発  
     

広 域 観 光 ルートの開 発 ・モニターツ

アーやＰＲツアー実 施  
     

情 報 発 信 （ＨＰ・パンフレット等 ）      

観 光 ＰＲの実 施       

連 携 市 町 村 で の 観 光 開 発 ・ 観 光

誘 致 事 業 の実 施  
     

観 光 地 域 づくりの推 進       

とくしま動 物 園 リニューアル事 業 の実

施  

 
    

事 業 費 

（千円） 

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 計 

170,581 377,882 213,907 192,944 285,016 1,240,330 

活用を想定する 

補助制度等 

地 方 創 生 推 進 交 付 金 、新 しい地 方 経 済 ・生 活 環 境 創 生 交 付 金 、地 域 活 性

化 事 業 債 、道 の駅 県 委 託 金 （神 山 町 ）、国 宝 重 要 文 化 財 等 保 存 整 備 費 補

助 金 （藍 住 町 ）、徳 島 県 文 化 振 興 事 業 費 補 助 金 （藍 住 町 ）、地 域 おこし協

力 隊 交 付 税 措 置 （藍 住 町 ） 

役割分担 

の考え方 

連 携 した取 組 については、連 携 市 町 村 で協 議 し決 定 する。 

各 々が単 独 で行う事 業 については、当 該 市 町 村 で負 担 する。 

注）事業費は、現時点における連携市町村の合計額(見込)を記載しており、毎年度の予算により定めます。 



- 12 - 

 

② 地域特産品を生かしたブランド化及び地産地消の推進 

◆協定の内容 

取組の内容 
地 域 ならではの特 産 品 のブランド化 やＰＲ活 動 、販 売 促 進 、消 費 者 ニーズに

対 応 した地 産 地 消 の普 及 啓 発 について、圏 域 全 体 での取 組 を推 進 するととも

に、圏 域 内 の関 係 団 体 等 の連 携を促 進 する。 

中 心 市 

(甲)の役割 

乙 及 び連 携 市 町 村 並 びに関 係 団 体 等 と連 携 し、地 域 ならではの特 産 品 の

ブランド化 や地 産 地 消 の推 進 、圏 域 内 特 産 品 のＰＲ活 動 や販 売 促 進 に資 する

事 業 を実 施 する。 

関 係 団 体 等 の交 流 の場 を設 置 し、産 地 としての組 織 体 制 の充 実 及 び販 路

の強 化を図 る。 

近隣市町村 

(乙)の役割 

甲 及 び連 携 市 町 村 並 びに関 係 団 体 等 と連 携 し、地 域 ならではの特 産 品 の

ブランド化 や地 産 地 消 の推 進 、圏 域 内 特 産 品 のＰＲ活 動 や販 売 促 進 に資 する

事 業 を実 施 する。 

甲 が設 置 する関 係 団 体 等 の交 流 の場 に参 加 するとともに、乙 の区 域 内 の関

係 団 体 等 との連 絡 調 整 を行う。 

 

◆具体的な取組事業 

事 業 名 特 産 品 ブランド化 ・地 産 地 消 推 進 事 業  

連携市町村 全 市 町 村  

事 業 内 容 
農 林 水 産 物 加 工 品 等 の圏 域 外 に向 けた販 売 やＰＲを推 進 する。また、「とく

しまＩＰＰＩＮ店 」認 定 店 の圏 域 内 拡 大 、圏 域 内 の関 係 団 体 との交 流 などについ

て、圏 域 全 体 で連 携 して取 り組 む。 

効 果 

○圏 域 内 特 産 物 が消 費 者 に認 知 されることにより、産 地 のブランド化 、魅 力 の

向 上 が図 られる。 

○圏 域 内 の関 係 団 体 の交 流 により、産 地 としての組 織 体 制 の充 実 及 び販 路

の強 化 が図 られる。 

成 果 指 標 
とくしまＩＰＰＩＮ店 認 定 数  

当 初 値 (R2年 度 ) 161店  目 標 値 (R7年 度 ) 180店  

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 

具体的な事業 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 

「とくしまIPPIN店 」認 定 店 の拡 大 及

び支 援  
     

圏 域 内 関 係 団 体 協 議 会 の設 置 ・

運 営  
     

連 携 市 町 村 で の 特 産 品 ブ ラ ン ド

化 ・地 産 地 消 推 進 事 業 の実 施  
     

イ ン タ ー ネ ッ ト を 活 用 し た 特 産 品 の

販 売 促 進 ・PR 
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事 業 費 

（千円） 

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 計 

11,478 16,737 10,909 15,937 13,713 68,774 

活用を想定する 

補助制度等 
地 方 創 生 推 進 交 付 金 （勝 浦 町 、北 島 町 ） 

役割分担 

の考え方  

連 携 した取 組 については、連 携 市 町 村 で協 議 し決 定 する。 

各 々が単 独 で行う事 業 については、当 該 市 町 村 で負 担 する。 

注 ）事 業 費 は、現 時 点 における連 携 市 町 村 の合 計 額 (見 込 )を記 載 しており、毎 年 度 の予 算 により定 めます。  

 

③ 地域資源や企業等の技術を活用した産業の育成 

◆協定の内容 

取組の内容 
圏 域 内 の地 域 資 源 や企 業 等 の技 術 を有 効 に活 用 した産 業 の育 成 や圏 域

発 の企 業 の創 出 、コミュニティビジネスに対 する支 援 を推 進 することにより、地 域

産 業 の活 性 化 を図 る。 

中 心 市 

(甲)の役割 

企 業 や起 業 等 に意 欲 のある人 材 に対 して、セミナー、研 修 会 等 を開 催 すると

ともに、乙 と連 携 して支 援 策 や支 援 体 制 の整 備 について検 討 する。 

近隣市町村 

(乙)の役割 

乙 の区 域 内 の企 業 や起 業 等 に意 欲 のある人 材 に対 して、甲 が実 施 するセミ

ナー、研 修 会 等 の開 催 について広 報 するとともに、甲 と連 携 して支 援 策 や支 援

体 制 の整 備 について検 討 する。 

 

◆具体的な取組事業 

事 業 名 コミュニティビジネス起 業 支 援 事 業  

連携市町村 徳 島 市 ・小 松 島 市 ・石 井 町・松 茂 町 ・北 島 町 ・藍 住 町・板 野 町  

事 業 内 容 
地 域 産 業 の活 性 化 を図 るため、コミュニティビジネスの普 及 啓 発 、コミュニティビ

ジネスに対 する起 業 支 援 や経 営 支 援 等 の検 討 、圏 域 内 連 携 による起 業 情 報

提 供 （ＨＰ等）を行 う。 

効 果 

○圏 域 内 での効 果 的 な起 業 家 の育 成 が図 られる。 

○圏 域 内 の地 域 資 源 を活 用 した起 業 の促 進 が図 られる。 

○起 業 への効 率 的 な支 援 が可 能 になる。 

○地 域 産 業 の振 興 につながる。 

成 果 指 標 
コミュニティビジネスセミナー参 加 者 数  

当 初 値 (R2年 度 ) 8人  目 標 値 (R7年 度 ) 20人  

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 

具体的な事業 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 

普 及 ・啓 発 事 業 の実 施       

起 業 情 報 の提 供       

起 業 支 援 の実 施       

      

事 業 費 

（千円） 

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 計 

1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 5,000 



- 14 - 

 

活用を想定する 

補助制度等 
コミュニティビジネス創業セミナー負担金、徳島市中小企業振興基金 

役割分担 

の考え方 

連 携 した取 組 については、連 携 市 町 村 で協 議 し決 定 する。 

各 々が単 独 で行う事 業 については、当 該 市 町 村 で負 担 する。 

注）事業費は、現時点における連携市町村の合計額(見込)を記載しており、毎年度の予算により定めます。 

 

④ 圏域内への企業誘致の推進 

◆協定の内容 

取組の内容 
効 果 的 な企 業 誘 致 活 動 が展 開 できるよう徳 島 県 や地 元 企 業 等 との新 たな

ネットワークを構 築 し、立 地 を求める企 業 が情 報 収 集 しやすい環 境 を整 備 する。 

中 心 市 

(甲)の役割 

乙 と連 携 し、徳 島 県 や地 元 企 業 等 との新 たなネットワークの構 築 や総 合 的 な

調 整 を行 うとともに、圏 域 内 の企 業 誘 致 に関 する情 報 を共 有 化 し、情 報 を発

信 する。 

近隣市町村 

(乙)の役割 

甲 と連 携 し、徳 島 県 や地 元 企 業 等 との新 たなネットワークを構 築 するととも

に、圏 域 内 の企 業 誘 致 に関 する情 報 を共 有 化 し、情 報 を発 信 する。 

 

◆具体的な取組事業 

事 業 名 企 業 誘 致 活 動 推 進 事 業  

連携市町村 徳 島 市 ・小 松 島 市 ・石 井 町・松 茂 町 ・北 島 町 ・板 野 町  

事 業 内 容 

効 果 的 な企 業 誘 致 活 動 ができるよう、徳 島 県 や地 元 企 業 とのネットワークを

新 たに構 築 し活 用 するとともに、新 たに立 地 を求 める企 業 が情 報 収 集 し易 い環

境 整 備 を図 るため、企 業 目 線 で連 携 する各 市 町 村 のＨＰを整 備 し、利 便 性 ・

満 足 度 の向 上 を図 る。 

効 果 
○より効 果 的 な企 業 誘 致 の実 現 が図 られる。 

○誘 致 企 業 による雇 用 及 び税 収 の増 加 につながる。 

○企 業 の利 便 性 ・満 足 度 の向 上 が図 られる。 

成 果 指 標 
誘 致 した企 業 数 （累 計） 

当 初 値 (R2年 度 ) 58社 当 初 値 (R7年 度 ) 88社  

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 

具体的な事業 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 

徳 島 県 や金 融 機 関 との連 携 強 化

による誘 致 活 動 実 施  
     

各 自 治 体 の企 業 誘 致 ＨＰの相 互 リ

ンク 
     

地 方 への本 社 機 能 移 転 企 業 等 に

対 する優 遇 制 度 の検 討 、実 施  
     

      

事 業 費 

（千円） 

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 計 

22,340 11,546 19,202 19,457 10,596 83,141 

活用を想定する 

補助制度等 
新 しい地 方 経 済 ・生 活 環 境 創 生 交 付 金 （小 松 島 市 ） 
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役割分担 

の考え方 

連 携 した取 組 については、連 携 市 町 村 で協 議 し決 定 する。 

各 々が単 独 で行う事 業 については、当 該 市 町 村 で負 担 する。 

注 ）事 業 費 は、現 時 点 における連 携 市 町 村 の合 計 額 (見 込 )を記 載 しており、毎 年 度 の予 算 により定 めます。  

 

⑤ 中心市街地の都市機能の充実 

◆協定の内容 

取組の内容 
中 心 市 街 地 における業 務 機 能 や商 業 機 能 、文 化 機 能 等 のさまざまな都 市

機 能 を充 実 させ、圏 域 住 民 の利 便 性 の向 上 や来 街 者 の回 遊 促 進 を図 る。 

中 心 市 

(甲)の役割 

甲 の中 心 市 街 地 において、圏 域 の拠 点 としての各 種 都 市 機 能 の整 備 や集

積 を促 進 する。 

近隣市町村 

(乙)の役割 

甲 の中 心 市 街 地 で整 備 された都 市 機 能 について、乙 の区 域 内 の住 民 の利

用 向 上 を図 る。 

 

◆具体的な取組事業 

事 業 名 中 心 市 街 地 都 市 機 能 整 備 事 業  

連携市町村 全 市 町 村  

事 業 内 容 

圏 域 住 民 の利 便 性 の向 上 や回 遊 性 等 を高 めるため、中 心 市 の成 長 戦 略 の

柱 である「地 域 産 業 の拡 大 」「都 市 中 心 部 の魅 力 の向 上 」「定 住 人 口 の維 持

拡 大 」に関 連 するさまざまな事 業 を実 施 し、観 光 ・産 業 の振 興 を主 とした各 種

都 市 機 能 の強 化 を図 ることで、圏 域 内 外 から人 々がいつも訪 れ交 流 し、新 たな

雇 用 を生み出 していく中 心 市 街 地 づくりを推 進 する。 

効果 
○圏 域 住 民 の利 便 性 ・満 足 度 の向 上 が図 られる。 

○圏 域 内 外 からの交 流 人 口 の拡 大 や来 街 者 の回 遊 促 進 につながる。 

○中 心 市 街 地 のにぎわいを創 出 する。 

成 果 指 標 
中 心 市 街 地 が便 利 で活 気 にあふれていると感 じる市 民 の割 合  

当 初 値 (R2年 度 ) 7.8％ 目 標 値 (R7年 度 ) 12.0% 

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 

具体的な事業 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 

中 心 市 （徳 島 市 ）での中 心 市 街 地

都 市 機 能 整 備 事 業 の実 施  
     

連 携 市 町 村 での住 民 への周 知       

県 市 協 調 による新 ホールの整 備       

      

事 業 費 

（千円） 

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 計 

7,328 15,488 18,721 28,821 13,860 84,218 

活用を想定する 

補助制度等 
ＬＥＤが魅 せるまち・とくしま事 業 推 進 基 金 、社 会 資 本 整 備 総 合 交 付 金  

役割分担 

の考え方 
徳 島 市 が事 業 を実 施 し、負 担 する。 

注 ）事 業 費 は、現 時 点 における連 携 市 町 村 の合 計 額 (見 込 )を記 載 しており、毎 年 度 の予 算 により定 めます。  
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⑥ 鳥獣害対策の推進 

◆協定の内容 

取組の内容 
圏 域 内 の鳥 獣 害 対 策 について、捕 獲 活 動 や農 林 水 産 物 の被 害 防 止 活 動

を推 進 する。 

中 心 市 

(甲)の役割 
乙 と連 携 し、鳥 獣 害 対 策 に関 する情 報 交 換 を行 い、被 害 防 止 活 動 を推 進

するとともに、連 携 市 町 村 の調 整を図 る。 

近隣市町村 

(乙)の役割 

甲 と連 携 し、鳥 獣 害 対 策 に関 する情 報 交 換 を行 い、被 害 防 止 活 動 を推 進

する。 

 

◆具体的な取組事業 

事 業 名 鳥 獣 害 対 策 推 進 事 業  

連携市町村 
徳 島 市 ・小 松 島 市 ・勝 浦 町・上 勝 町 ・佐 那 河 内 村 ・石 井 町 ・神 山 町 ・ 

板 野 町 ・上 板 町  

事 業 内 容 
圏 域 内 の市 町 村 、地 区 猟 友 会 、農 協 など関 係 団 体 での情 報 共 有 を図 ると

ともに、圏 域 内 市 町 村 が連 携 して広 域 的 に鳥 獣 害 対 策 を推 進 する。 

効 果 
○関 係 団 体 間 での情 報 共 有 による効 果 的 な被 害 防 止 活 動 が実 施 できる。 

○鳥 獣 被 害 の減 少 ・軽 減 が図 られる。 

成 果 指 標 
鳥 獣 侵 入 防 止 柵 の設 置 延 長 （R3～R7期 間 累 計 ） 

当初値(R元年度) 
29,004m 

（H28～R2累 計 ） 
目 標 値 (R7年 度 ) 15,000ｍ 

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 

具体的な事業 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 

鳥 獣 害 対 策 に関 する情 報 交 換       

連 携 市 町 村 での鳥 獣 害 防 止 対 策

事 業 の実 施  
     

      

      

事 業 費 

（千円） 

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 計 

47,627 43,257 41,117 38,480 48,918 219,399 

活用を想定する 

補助制度等 

移 譲 事 務 市 町 村 交 付 金 （徳 島 市 、石 井 町 ）、鳥 獣 被 害 防 止 総 合 対 策 交 付

金（上 勝 町 ） 

役割分担 

の考え方 

連 携 した取 組 については、連 携 市 町 村 で協 議 し決 定 する。 

各 々が単 独 で行う事 業 については、当 該 市 町 村 で負 担 する。 

注 ）事 業 費 は、現 時 点 における連 携 市 町 村 の合 計 額 (見 込 )を記 載 しており、毎 年 度 の予 算 により定 めます。  
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⑸ 環境衛生 

圏 域 内 住 民 の高 齢 化 による火 葬 需 要 の増 加 、火 葬 施 設 の老 朽 化 などに対 応 するため、圏 域

内 の火 葬 施 設 の更 新 と広 域 利 用 促 進 を図 ることで、住 民 の快 適 で衛 生 的 な生 活 環 境 の確 保 を

図ります。 
 

  ① 公共施設の広域利用 

◆協定の内容 

取組の内容 
圏 域 内 （小 松 島 市 ）の火 葬 場 整 備 推 進 により、広 域 利 用 を促 進 し、住 民

の快 適で衛 生 的 な生 活 環 境 の確 保を図 る。 

中 心 市 

(甲)の役割 

小 松 島 市 の実 施 する火 葬 場 整 備 及 び広 域 利 用 を円 滑 に促 進 するため、連

携 市 町 村 の調 整 を図 るとともに、甲 の区 域 内 の住 民 に対 して広 域 利 用 について

周 知 する。 

近隣市町村 

(乙)の役割 

【市 町 村 立 火 葬 場 がある場 合 】 

火 葬 場 の整 備 推 進 を図 り、連 携 市 町 村 の住 民 の利 用 負 担 の軽 減 を図 るこ

とで広 域 利 用 に供 するとともに、広 域 利 用 について周 知 する。 

【市 町 村 立 火 葬 場 がない場 合 】 

甲 及 び連 携 市 町 村 と連 携 し、小 松 島 市 立 火 葬 場 の広 域 利 用 について、乙

の区 域 内 の住 民 に周 知 する。 

 

◆具体的な取組事業 

事 業 名 火 葬 場 利 用 促 進 事 業  

連携市町村 徳 島 市 ・小 松 島 市 ・勝 浦 町・上 勝 町 ・佐 那 河 内 村  

事 業 内 容 
圏 域 内 （小 松 島 市 ）において、火 葬 場 運 営 に当 たって、広 域 利 用 の促 進 及

びその周 知 を行い、住 民 の快 適 で衛 生 的 な生 活 環 境 の確 保を図 る。 

効 果 ○連 携 する市 町 村 住 民 の利 便 性 の向 上 を図 る。 

成 果 指 標 
連 携 市 町 村 住 民 利 用 件 数（年 間 ） 

当初値(R元年度) 161件  当 初 値 (R7年 度 ) 170件  

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 

具体的な事業 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 

火 葬 場 利 用 促 進 事 業       

      

      

事 業 費 

（千円） 

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 計 

40,455 44,578 41,459 41,030 44,639 212,161 

活用を想定する 

補助制度等 
－ 

役割分担 

の考え方 

整備費 用は小 松島 市が負 担する。 

広 域 利 用 に供 するに当 たっては、連 携 市 町 村 の住 民 に対 し、周 知 ・広 報 や利

用 者 負 担 の軽 減 に必 要 な措 置 を講 じる。 

注）事業費は、現時点における連携市町村の合計額(見込)を記載しており、毎年度の予算により定めます。 
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⑹ その他 

近年 、二酸 化炭 素 などの温室 効果 ガスによる温暖 化が地球 規 模で進 行し、地球 温暖 化 防止

対策など環境政策に対する関心が高まってきています。 

このため、地球温暖 化の主要原因 物質である二 酸化炭素 等の排出を抑 制するため、圏域内で

環境問題に関する連携した取組を推進することにより、住民生 活における省エネルギーや環境意識

の向上を図ります。 

 

① 環境保全活動の推進 

◆協定の内容 

取組の内容 
圏 域 内 において、温 室 効 果 ガスの排 出 を抑 制 するため、地 球 温 暖 化 対 策

事 業 等 を推 進 するとともに、圏 域 内 の住 民 、事 業 者 等 が行 う環 境 保 全 活 動 の

拡 大 を図 る。 

中 心 市 

(甲)の役割 

乙 及 び連 携 市 町 村 と連 携 し、地 球 温 暖 化 対 策 に資 する事 業 等 を推 進 する

とともに、連 携 市 町 村 の調 整 を図 る。 

近隣市町村 

(乙)の役割 

甲 及 び連 携 市 町 村 と連 携 し、地 球 温 暖 化 対 策 に資 する事 業 等 を推 進 す

る。 

◆具体的な取組事業 

事 業 名 地球温暖化対策推進事業 

連携市町村 徳島市・勝浦町・上勝町・石井町・松茂町・北島町・藍住町・板野町・上板町 

事 業 内 容 
圏 域 内 の市 町 村 が連 携 して地 球 温 暖 化 対 策 に取 り組 むことにより、圏 域 内

の住 民 、事 業 者 、行 政 が行う温 暖 化 防 止 活 動 の取 組 拡 大 を図 る。 

効 果 
○圏域内の住民、事業者、行政の温室効果ガス削減が促進される。 

○広域の自治体が取り組むことによりＰＲ効果につながる。 

成 果 指 標 
こどもエコチャレンジノート配 布 部 数 （年 間） 

当 初 値 (R２年 度 ) 332部  目 標 値 (R7年 度 ) 1,000部  

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 

具体的な事業 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 

ノーマイカーデー・ライトダウンの実 施       

環 境 学 習 の実 施       

エコアクション２１認 証 支 援 の実 施       

連 携 市 町 村 での地 球 温 暖 化 対 策

推 進 事 業 の実 施  
     

事 業 費 

（千円） 

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 計 

5,036 55,470 59,580 21,148 12,933 154,167 

活用を想定する 

補助制度等 
－ 

役割分担 

の考え方 
連携した取組については、連携市町村で協議し決定する。 

各々が単独で行う事業については、当該市町村で負担する。 

注 ）事 業 費 は、現 時 点 における連 携 市 町 村 の合 計 額 (見 込 )を記 載 しており、毎 年 度 の予 算 により定 めます。  
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２ 結びつきやネットワークの強化に係る政策分野  

 

⑴ 道路等の交通インフラの整備 

本圏域は、四国縦貫自動車道や四国横断自動車道等、人や物が流れる重要な基幹ルートの

結節点となっており、圏域内の機能的かつ住みよいまちづくりはもとより、圏域内外での人や物の流れ

を促進し、産業や経済を発展させていくため、圏域内市町村が一体となった道路網の整備促進等

を図ります。 
 

  ① 圏域内外を結ぶ道路網の整備促進等の連携 

◆協定の内容 

取組の内容 
圏 域 内 外 を結 ぶ主 要 幹 線 道 路 等 の整 備 促 進 や市 町 村 界 に係 る道 路 の整

備 推 進 のため連 携 し、交 通 渋 滞 の緩 和 や交 通 安 全 の確 保 、生 活 の利 便 性 の

向 上 、圏 域 内 外 の交 流 人 口 の拡 大を図 る。 

中 心 市 

(甲)の役割 

乙 及 び連 携 市 町 村 と共 同 し、圏 域 内 外 を結 ぶ主 要 幹 線 道 路 等 の整 備 を

促 進 するとともに、連 携 市 町 村 の調 整 を図 る。 

乙 及 び連 携 市 町 村 と連 携 し、市 町 村 界 に係 る道 路 整 備 についての情 報 を

共 有 し、道 路 整 備 の実 施 に当 たっては乙 及 び連 携 市 町 村 の調 整 を図 りながら

推 進 する。 

近隣市町村 

(乙)の役割 

甲 と共 同 し、圏 域 内 外 を結 ぶ主 要 幹 線 道 路 等 の整 備 を促 進 する。 

甲 に、乙 の区 域 内 における市 町 村 界 に係 る道 路 整 備 についての情 報 を提 供

するとともに、道 路 整 備 の実 施 に当 たっては甲 及 び連 携 市 町 村 と連 携 して事 業

を推 進 する。 

 

◆具体的な取組事業 

事 業 名 圏 域 道 路 網 整 備 促 進 等 事 業  

連携市町村 全 市 町 村  

事 業 内 容 
圏 域 市 町 村 が連 携 して、圏 域 内 外 を結 ぶ主 要 幹 線 道 路 等 の道 路 整 備 促

進 のための国 ・県 へ向 けた共 同 要 望 や市 町 村 界 に係 る道 路 整 備 推 進 のための

情 報 交 換 を実 施 する。 

効 果 

○交 通 渋 滞 の緩 和 が図 られる。 

○交 通 安 全 の確 保 につながる。 

○圏 域 生 活 の利 便 性 ・満 足 度 の向 上 が図 られる。 

○圏 域 内 外 の交 流 人 口 の拡 大 につながる。 

成 果 指 標 
情 報 交 換 回 数 （年 間 ） 

当 初 値 (R2年 度 ) 1回  目 標 値 (R7年 度 ) 1回  

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 

具体的な事業 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 

国 や県 に向 けた道 路 整 備 促 進 のた

めの要 望 活 動  
     

市 町 村 界 に係 る道 路 整 備 推 進 の

ための情 報 交 換  
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事 業 費 

（千円） 

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 計 

1,262 1,262 1,424 814 1,089 5,851 

活用を想定する 

補助制度等 
－ 

役割分担 

の考え方 

連 携 した取 組 については、連 携 市 町 村 で協 議 し決 定 する。 

各 々が単 独 で行う事 業 については、当 該 市 町 村 で負 担 する。 

注 ）事 業 費 は、現 時 点 における連 携 市 町 村 の合 計 額 (見 込 )を記 載 しており、毎 年 度 の予 算 により定 めます。  

 

 

⑵ 地域内外の住民との交流・移住促進 

近年、余暇時間の増加などを背景に、住民の文化・スポーツ活動に対する関心は高まってきてい

ます。このため、文化・芸術活動やスポーツ活動の場を確保するとともに、気軽に参加できる環境づく

りを進め、圏域内外の住民の交流を促進します。 

また、本圏域では、農業 従事者の高齢化や後継 者不足などによる遊 休農 地が増加していること

から、圏 域 内 市 町 村 が連 携 し、地 域 農 業 の担 い手 となる就 農 希 望 者 に対 し、技 術 の習 得 等 のた

めの農業体験事業を共同実施することで、圏域内外の住民の交流を促進します。 

 

  ① 文化・スポーツ交流の推進 

◆協定の内容 

取組の内容 
圏 域 内 の文 化 ・スポーツの振 興 を図 るため、住 民 がさまざまな文 化 ・スポーツ

活 動 に参 加 する機 会 を拡 大 し、文 化 ・スポーツを通 じた圏 域 内 外 の住 民 の交

流 を促 進 する。 

中 心 市 

(甲)の役割 

乙 及 び連 携 市 町 村 並 びに関 係 団 体 等 と連 携 し、文 化 ・スポーツ交 流 に資 す

る事 業 を実 施 し、甲 の区 域 内 の住 民 に周 知 して参 加 を促 進 するとともに、連 携

市 町 村 の調 整 を図 る。 

近隣市町村 

(乙)の役割 
甲 及 び連 携 市 町 村 並 びに関 係 団 体 等 と連 携 し、文 化 ・スポーツ交 流 に資 す

る事 業 を実 施 するとともに、乙 の区 域 内 の住 民 に周 知 し、参 加 を促 進 する。 

 

◆具体的な取組事業 

事 業 名 ニュースポーツ用 品 の相 互 利 用 事 業  

連携市町村 徳 島 市 ・小 松 島 市 ・上 勝 町・松 茂 町 ・北 島 町 ・藍 住 町・板 野 町  

事 業 内 容 圏 域 内 の市 町 村 でニュースポーツ用 品 の相 互 利 用 を図 る。 

効 果 

○糖 尿 病 予 防 をはじめとする県 全 体 の取 組 を圏 域 内 で拡 大できる。 

○ニュースポーツ用 品 の購 入 費 の負 担 が抑 えられる。 

○既 存 のスポーツイベント開 催 時 に活 用 することで、より大 規 模 な大 会 の開 催 が

可 能 となる。 
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成 果 指 標 

相 互 利 用 回 数 （年 間 ） 

当初値(R元年度)        1回 目 標 値 (R7年 度 ) 5回  

参 加 者 数 （年 間 ） 

当初値(R元年度) 40人 目 標 値 (R7年 度 ) 200人  

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 

具体的な事業 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 

ニュースポーツ用 品 保 管 自 治 体 とイ

ベント実 施 自 治 体 との調 整  
     

連 携 自 治 体 担 当 者 会 議       

ニュースポーツ用 品 のメンテナンス      

      

事 業 費 

（千円） 

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 計 

－ － － － － － 

活用を想定する 

補助制度等 
－ 

役割分担 

の考え方 

連 携 した取 組 については、連 携 市 町 村 で協 議 し決 定 する。 

各 々が単 独 で行う事 業 については、当 該 市 町 村 で負 担 する。 

注 ）事 業 費 は、現 時 点 における連 携 市 町 村 の合 計 額 (見 込 )を記 載 しており、毎 年 度 の予 算 により定 めます。  

 

② 就農支援体制の連携強化 

◆協定の内容 

取組の内容 

地 域 農 業 の担 い手 となる就 農 希 望 者 に対 し、技 術 の習 得 等 のための農 業

体 験 事 業 を共 同 実 施 し、就 農 支 援 体 制 の連 携 強 化 を図 るとともに、圏 域 内

外 の就 農 希 望 者 や意 欲 ある農 業 者 に対 して農 地 活 用 等 に関 する情 報 を提 供

する。 

中 心 市 

(甲)の役割 

乙 及 び連 携 市 町 村 と連 携 し、就 農 希 望 者 に対 して技 術 の習 得 に資 する農

業 体 験 事 業 等 を実 施 し、圏 域 内 の農 地 活 用 等 に関 する情 報 を提 供 するととも

に、連 携 市 町 村 の調 整 を図 る。 

近隣市町村 

(乙)の役割 

甲 及 び連 携 市 町 村 と連 携 し、就 農 希 望 者 に対 して技 術 の習 得 に資 する農

業 体 験 事 業 等 を実 施 するとともに、圏 域 内 の農 地 活 用 等 に関 する情 報 を提

供 する。 

 

◆具体的な取組事業 

事 業 名 就 農 支 援 体 制 連 携 強 化 事 業  

連携市町村 
徳 島 市 ・小 松 島 市 ・勝 浦 町・上 勝 町 ・佐 那 河 内 村 ・石 井 町 ・神 山 町 ・ 

藍 住 町 ・板 野 町 ・上 板 町  

事 業 内 容 圏 域 内 の担 い手 に対 して農 地 中 間 管 理 推 進 事 業 を共 同 実 施 する。 
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効 果 

○農 地 の集 積 により担 い手 の確 保 及 び育 成 が図 られる。 

○遊 休 農 地 の再 生 活 用 が図 られる。 

○農 業 の活 性 化 につながる。 

○地 域 内 外 の住 民 との交 流 促 進 が図 られる。 

成 果 指 標 
農 地 中 間 管 理 機 構 を活 用 した農 地 貸 借 面 積 (ha)（累 計 ） 

当 初 値 (R2年 度 )  1.0ha 目 標 値 (R7年 度 ) 20ha 

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 

具体的な事業 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 

農 地 中 間 管 理 機 構 を 活 用 した農

地 情 報 の発 信  
     

連 携 市 町 村 での就 農 支 援 体 制 連

携 強 化 事 業 の実 施  
     

      

      

事 業 費 

（千円） 

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 計 

2,955 1,354 2,620 1,576 1,210 9,715 

活用を想定する 

補助制度等 
町 民 農 園 使 用 料 （石 井 町 、藍 住 町 ） 

役割分担 

の考え方 

連 携 した取 組 については、連 携 市 町 村 で協 議 し決 定 する。 

各 々が単 独 で行う事 業 については、当 該 市 町 村 で負 担 する。 

注 ）事 業 費 は、現 時 点 における連 携 市 町 村 の合 計 額 (見 込 )を記 載 しており、毎 年 度 の予 算 により定 めます。  

 

③ 移住・長期滞在の推進 

◆協定の内容 

取組の内容 
圏 域 内 における移 住 ・長 期 滞 在 を推 進 するため、圏 域 全 体 で新 たな魅 力 の

向 上 を図 り、受 入 体 制 の充 実 に向 けた整 備 等 を行 うとともに、圏 域 外 に向 け移

住・長 期 滞 在 地 としての魅 力 や情 報 を発 信 する。 

中 心 市 

(甲)の役割 

乙 及 び連 携 市 町 村 と連 携 し、甲 の地 域 の魅 力 の向 上 を図 り、受 入 体 制 の

充 実 に向 けた手 法 の検 討 を行い、圏 域 外 に向 け情 報 を発 信 するとともに、連 携

市 町 村 の調 整 を図 る。 

近隣市町村 

(乙)の役割 

甲 及 び連 携 市 町 村 と連 携 し、乙 の地 域 の魅 力 の向 上 を図 り、受 入 体 制 の

充 実 に向 けた手 法 の検 討 を行うとともに、圏 域 外 に向 け情 報を発 信 する。 

 

◆具体的な取組事業 

事 業 名 移 住 ・長 期 滞 在 推 進 事 業  

連携市町村 徳 島 市 ・小 松 島 市 ・勝 浦 町・上 勝 町 ・佐 那 河 内 村 ・神 山 町  

事 業 内 容 

中 心 市 が持 つ都 市 機 能 の魅 力 と、近 隣 市 町 村 が持 つ環 境 や地 域 コミュニ

ティなどの農 山 地 の魅 力 を活 用 した情 報 発 信 方 法 の研 究 を行 い、徳 島 県 、とく

しまふるさと回 帰 推 進 協 議 会 及 び観 光 関 係 団 体 等 と連 携 して、移 住 及 び長

期 滞 在 地 としての魅 力 を都 市 圏 に向 け情 報 発 信 する。 
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効 果 
○移 住 者 ・長 期 滞 在 者 の増 加 が図 られる。 

○関 係 人 口 の増 加 につながる。 

○定 住 自 立 圏 としての魅 力 の向 上・発 信 が図 られる。 

成 果 指 標 
移 住 者 数 （年 間 ） 

当初値(R元年度) 346人 目 標 値 (R7年 度 ) 564人  

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 

具体的な事業 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 

地 域 資 源 の魅 力 の再 評 価       

都 市 機 能 及 び農 産 地 の魅 力 向 上       

情 報 発 信 方 法 の研 究       

情 報 発 信 の実 施       

連 携 市 町 村 で の 移 住 ・ 長 期 滞 在

推 進 事 業 の実 施  
     

事 業 費 

（千円） 

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 計 

52,327 67,086 65,157 69,418 86,255 340,243 

活用を想定する 

補助制度等 

新 しい地 方 経 済 ・生 活 環 境 創 生 交 付 金 （徳 島 市 ）、デジタル田 園 都 市 国 家

構 想 交 付 金 （小 松 島 市 ）、地 方 創 生 推 進 交 付 金 （佐 那 河 内 村 、神 山 町 ）、

徳 島 わくわく移 住 支 援 事 業 費 補 助 金 、徳 島 わくわく移 住 支 援 事 業 プラス補 助

金（徳 島 市 ）、過 疎 対 策 事 業 債 （勝 浦 町 ） 

役割分担 

の考え方 
連 携 した取 組 については、連 携 市 町 村 で協 議 し決 定 する。 

各 々が単 独 で行う事 業 については、当 該 市 町 村 で負 担 する。 

注）事業費は、現時点における連携市町村の合計額(見込)を記載しており、毎年度の予算により定めます。 

 

 

⑶ その他 

圏域内の各市町村では、情報システム開発に係るコストや専門人材の不足など効率的なシステ

ムの構 築・維 持が課題 となっていることから、圏 域 内の市町 村が連 携して、情報 システムに関する課

題や問題を共同研究することにより、情報システムの機能強化を図ります。 
 

  ① 情報システムの共同研究 

◆協定の内容 

取組の内容 
連 携 市 町 村 における情 報 システム機 能 の強 化 を図 るため、情 報 システムに係

る課 題 等 について共 同 研 究 を行う。 

中 心 市 

(甲)の役割 
乙 と連 携 し、情 報 システム機 能 の強 化 に係 る共 同 研 究 の場を設 置 する。 

近隣市町村 

(乙)の役割 
甲 が設 置 する共 同 研 究 の場 に参 加 する。 

 

◆具体的な取組事業 

事 業 名 情 報 システム共 同 研 究 事 業  
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連携市町村 徳 島 市 ・上 勝 町 ・松 茂 町・北 島 町 ・藍 住 町 ・板 野 町・上 板 町  

事 業 内 容 

圏 域 内 の市 町 村 で、情 報 システムに係 る課 題 や問 題 点 などについて情 報 交

換 を行 うとともに、その対 応 策 などについて協 議 をすることで、連 携 市 町 村 におけ

る情 報 システム機 能 の強 化 を図る。 

特 に自 治 体 デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）の推 進 に向 けた、行 政 手

続 のオンライン化 、ＡＩ・ＲＰＡの活 用 、情 報 システムの標 準 化 、テレワーク、セキュ

リティ対 策 などについて、情 報 交 換 や研 究 を行 う。 

効 果 
○行 政 コストの圧 縮 につながる。 

○行 政 サービスの質 の向 上 につながる。 

○実 質 的 な業 務 の標 準 化 が図 られる。 

成 果 指 標 
情 報 交 換 回 数 （年 間 ） 

当 初 値 (R2年 度 ) 2回  目 標 値 (R7年 度 ) 2回  

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 

具体的な事業 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 

情 報 システム機 能 の強 化 （情 報 交

換 など） 
     

自 治 体 ＤＸの推 進 に向 けた研 究       

      

事 業 費 

（千円） 

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 計 

－ － － － － － 

活用を想定する 

補助制度等 
－ 

役割分担 

の考え方 

連 携 した取 組 については、連 携 市 町 村 で協 議 し決 定 する。 

各 々が単 独 で行う事 業 については、当 該 市 町 村 で負 担 する。 

注 ）事 業 費 は、現 時 点 における連 携 市 町 村 の合 計 額 (見 込 )を記 載 しており、毎 年 度 の予 算 により定 めます。  

 

３ 圏域マネジメント能力の強化に係る政策分野  

⑴ 宣言中心市等における人材の育成 

人口減少や急激な少子高齢社会の進行等に伴い、財政状況の悪化や住民ニーズの複雑化な

ど、地 方 自 治 体 を取 り巻 く環 境 は非 常 に厳 しい状 況 にあり、今 後 ますます圏 域 市 町 村 が連 携 し、

行政の簡素化・効率化を図っていく必要があります。 

このため、圏域市町村職員への合同研修会等の実施及び圏域自治体間での職員等の交流を

推進することにより、圏域マネジメント能力の強化に必要な人材育成を図ります。 
 

  ① 圏域内市町村職員の人材育成 

◆協定の内容 

取組の内容 
職 員 の意 識 改 革 と資 質 向 上 を図 るため、合 同 研 修 等 を実 施 し、圏 域 内 市

町 村 職 員 の人 材 育 成 を行 う。 
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中 心 市 

(甲)の役割 

甲 が実 施 する職 員 研 修 、講 演 会 等 に関 する情 報 を乙 に提 供 し、乙 の職 員

が参 加 する機 会 を確 保 するとともに、乙 と連 携 して合 同 研 修 等 を開 催 する。 

近隣市町村 

(乙)の役割 

甲 が実 施 する職 員 研 修 、講 演 会 等 に、乙 の職 員 を参 加 させるとともに、甲 と

連 携 して合 同 研 修 等 を開 催 する。 

 

◆具体的な取組事業 

事 業 名 圏 域 内 市 町 村 職 員 人 材 育 成 事 業  

連携市町村 全 市 町 村  

事 業 内 容 
自 治 体 を取 り巻 く環 境 が急 激 に変 化 する中 、重 要 な課 題 である圏 域 自 治

体 職 員 の意 識 改 革 と資 質 向 上 を図 るため、合 同 研 修 会 を実 施 する。 

効 果 
○圏 域 マネジメントに必 要 な人 材 育 成 が図 られる。 

○圏 域 内 市 町 村 職 員 の情 報 の共 有 が図 られる。 

○研 修 受 講 機 会 の増 加 により、職 員 の資 質 向 上 が図 られる。 

成 果 指 標 
研 修 会 開 催 回 数 （年 間） 

当 初 値 (R2年 度 ) 0回  目 標 値 (R7年 度 ) 1回  

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 

具体的な事業 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 

合 同 研 修 会 の開 催       

      

      

      

事 業 費 

（千円） 

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 計 

－ 1,000 1,000 1,000 1,350 4,350 

活用を想定する 

補助制度等 
－ 

役割分担 

の考え方 
徳 島 市 が計 画 した研 修 を、圏 域 市 町 村 に案 内 し、参 加 の受 入 れを行う。 

注 ）事 業 費 は、現 時 点 における連 携 市 町 村 の合 計 額 (見 込 )を記 載 しており、毎 年 度 の予 算 により定 めます。  

 

  

⑵ 宣言中心市等における外部からの行政及び民間人材の確保 

現在 の地 方 圏を取 り巻 く環境 下において、目まぐるしく変 化する情 勢に迅 速 かつ、的 確に対 応し、

今後の本圏域での地域振興を実現していくためには、多様化するライフスタイルや消費者ニーズを的

確 に把 握 し、スピード感 を持 って事 業 をプロデュースできる人 材 を積 極 的 に活 用 することが不 可 欠 と

なっています。 

このため、産 業 振 興 、人 材 育 成 等 の分 野 において、専 門 的 な知 識 や高 い実 績 のある圏 域 外 の

人材を積極的に活用していきます。 
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① 外部からの人材の確保 

◆協定の内容 

取組の内容 
圏 域 全 体 のマネジメント能 力 を向 上 させるため、地 域 資 源 の発 掘 や産 業 振

興 、人 材 育 成 等 の分 野 において、専 門 的 な知 識 や高 い実 績 のある圏 域 外 の

人 材 を積 極 的 に活 用 する。 

中 心 市 

(甲)の役割 

乙 と連 携 し、外 部 人 材 を招 へいして活 用 するとともに、連 携 市 町 村 の調 整 を

図 る。 

近隣市町村 

(乙)の役割 
甲 と連 携 し、外 部 人 材 を招 へいして活 用 する。 

 

◆具体的な取組事業 

事 業 名 外 部 人 材 共 同 招 へい事 業  

連携市町村 全 市 町 村  

事 業 内 容 

地 域 特 産 品 ブランド、観 光 振 興 及 び人 材 育 成 など、連 携 事 業 として事 業

展 開 する分 野 において、地 域 づくりへの意 識 が強 く、専 門 的 な知 識 や経 験 、さら

には地 域 にないスキルや視 点 を持 った優 れた外 部 の人 材 を積 極 的 に活 用 し、地

域 独 自 の魅 力 や価 値 を向 上 させる取 組 を行 うことで、圏 域 の活 性 化 を図 る。 

効 果 

○情 勢 に的 確 に対 応 した政 策 立 案 ・事 業 化 が可 能 となる。 

○地 域 資 源 の活 用 による商 品 の開 発 ・販 路 拡 大 の進 展 が図 られる。 

○地 域 産 業 の将 来 的 な維 持 ・成 長 に向 けた戦 略 的 なプロセスの構 築 が可 能 と

なる。 

○圏 域 内 の地 域 づくりを担 う人 材 ・組 織 の連 携 強 化 が図 られる。 

成 果 指 標 
外 部 人 材 活 用 件 数 （R3～R7累 計） 

当 初 値 (R2年 度 ) 活 用 の検 討  目 標 値 (R7年 度 ) 活 用 の検 討  

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 

具体的な事業 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 

外 部 人 材 の共 同 招 へい・活 用 の検

討  
     

      

      

      

事 業 費 

（千円） 

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 計 

－ － － － － － 

活用を想定する 

補助制度等 
外 部 人 材 の活 用 に関 する財 政 措 置  

役割分担 

の考え方 
連 携 した取 組 については、連 携 市 町 村 で協 議 し決 定 する。 

注 ）事 業 費 は、現 時 点 における連 携 市 町 村 の合 計 額 (見 込 )を記 載 しており、毎 年 度 の予 算 により定 めます。  

⑶ その他 

多様化する行政 課題について、迅 速かつ的 確に対 応するため、圏域の市町 村が連 携し、その解
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決策を研究することにより、持続可能な自治体運営を推進します。 

現 在、本 圏 域におけるＮＰＯは順 調に増 加していますが、活 動の場 はまだまだ限られており、今 後、

行政や企業等との協働の推進や圏域での個人やＮＰＯ等の団体が行う地域づくり活動を活性化し

ていくために講 座 等 を開 催 し、地 域 住 民 をけん引 できる人 材 を養 成 するとともに、ＮＰＯ等 の団 体 や

個人間の連携強化を促進します。 
 

  ① 圏域内市町村の行政運営機能の強化 

◆協定の内容 

取組の内容 
圏 域 内 市 町 村 において、さまざまな行 政 課 題 に迅 速 かつ的 確 に対 応 し、持

続 可 能 な自 治 体 運 営 を推 進 するため、行 政 運 営 に関 する研 究 会 を開 催 し、

自 治 体 運 営 機 能 の強 化 及 び圏 域 自 治 体 間 の連 携 強 化 を図 る。 

中 心 市 

(甲)の役割 

乙 と連 携 し、行 政 運 営 に関 する研 究 会 を設 置 し、行 政 課 題 の解 決 に向 けた

研 究 等 を行う。 

近隣市町村 

(乙)の役割 
甲 が設 置 する研 究 会 に参 加 し、行 政 課 題 の解 決 に向 けた研 究 等 を行う。 

 

◆具体的な取組事業 

事 業 名 行 政 運 営 に関 する研 究 会 開 催 事 業  

連携市町村 全 市 町 村  

事 業 内 容 

持 続 可 能 な自 治 体 運 営 を進 めていくために、連 携 市 町 村 で「行 政 運 営 に関

する研 究 会 」を開 催 し、自 治 体 をマネジメントしていく上 で共 通 課 題 として重 要

度 の高 いテーマを研 究 することにより、自 治 体 運 営 機 能 の強 化 及 び圏 域 自 治

体 間 のネットワークの構 築・連 携 強 化 を図 っていく。 

効 果 
○圏 域 自 治 体 間 の情 報 の共 有 化 が図 られる。 

○圏 域 自 治 体 運 営 機 能 の強 化 が図 られる。 

○圏 域 自 治 体 間 のネットワーク構 築・連 携 強 化 につながる。 

成 果 指 標 

研 究 会 開 催 回 数 （年 間） 

当 初 値 (R2年 度 ) 1回  目 標 値 (R7年 度 ) 3回  

研 究 会 参 加 自 治 体 数 （１回 当 たり） 

当 初 値 (R2年 度 ) 11市 町 村  目 標 値 (R7年 度 ) 12市町村 

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 

具体的な事業 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 

研 究 会 の開 催       

      

      

事 業 費 

（千円） 

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 計 

0 0 0 0 0 0 

活用を想定する 

補助制度等 
－ 
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役割分担 

の考え方 

当 面 は徳 島 市 が負 担 をするが、今 後 、新 たに連 携 する取 組 がある場 合 は、連

携 市 町 村 で協 議 し決 定 する。 

注 ）事 業 費 は、現 時 点 における連 携 市 町 村 の合 計 額 (見 込 )を記 載 しており、毎 年 度 の予 算 により定 めます。  

 

② 地域づくり活動の育成・支援 

◆協定の内容 

取組の内容 
圏 域 内 において、地 域 づくり活 動 等 を行 うＮＰＯ等 の団 体 や個 人 に対 する育

成・支 援 を行 う。 

中 心 市 

(甲)の役割 

地 域 づくり活 動 等 に関 するセミナー、講 座 等 を開 催 するとともに、乙 と連 携 し

て助 言 等 の支 援 や情 報 発 信 を行う。 

連携市町村 

(乙)の役割 

甲 が開 催 するセミナー、講 座 等 について、乙 の区 域 内 のＮＰＯ等 の団 体 や個

人 に参 加 を促 すとともに、甲 と連 携 して助 言 等 の支 援 や情 報 発 信 を行 う。 

 

◆具体的な取組事業 

事 業 名 地 域 づくり活 動 団 体 等 育 成・支 援 事 業  

連携市町村 全 市 町 村  

事 業 内 容 
徳 島 市 まちづくり協 働 プラザが圏 域 全 体 でNPO等 に助 言 ・相 談 等 を行 い、

地 域 づくり活 動 を促 進 させる。 

効 果 
○NPO等 からの相 談 に対 応 し、適 切 な助 言 により、活 動 に新 たな視 点 を取 り入

れることができる。 

成 果 指 標 
地 域 づくり活 動 の参 加 者 数（年 間 ） 

当 初 値 (R２年 度 ) 42人  目 標 値 (R7年 度 ) 1,000人  

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 

具体的な事業 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 

地 域 づ く り 活 動 に 関 す る 講 座 の 開

催  
     

地 域 づくり活 動 団 体 への相 談 支 援       

      

      

事 業 費 

（千円） 

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 計 

12,933 12,933 12,933 12,933 16,768 68,500 

活用を想定する 

補助制度等 
－ 

役割分担 

の考え方 

徳 島 市 が設 置 している徳 島 市 まちづくり協 働 プラザを活 用 し、NPO等 の団 体 支

援 を行う。 

注）事業費は、現時点における連携市町村の合計額(見込)を記載しており、毎年度の予算により定めます。 
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Ⅴ 参考資料                           
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徳島東部地域定住自立圏推進協議会 

構成  ２市９町１村の長（１２人） 

会長  徳島市長 

役割  ◆定住自立圏形成協定に関すること 

      ◆定住自立圏共生ビジョンに関すること 

      ◆定住自立圏共生ビジョンの進行管理に関すること 

      ◆その他定住自立圏構想の推進に係る重要事項 

に関すること 

徳島東部地域定住自立圏推進協議会幹事会 

構   成  ２市９町１村の担当者（１２人） 

代表幹事  徳島市企画政策部長 

役   割  ◆協定内容の検討・調整 

         ◆共生ビジョンの検討・調整 

         ◆協議会からの指示事項の調査・検討 

           ◆協議会への報告 

 

【事務局】 

徳島市企画政策部 

役割：協議会、幹事会 

の運営 

徳島東部地域定住自立圏共生ビジョン懇談会 

構成  ２市９町１村における学識経験者、政策分野の代表者、地域コミュニティ・

ＮＰＯ活動関係者等（１８人） 

役割  共生ビジョンの策定又は変更に対する意見 

【医
療
・子
育
て
担
当
者
部
会
】 

構
成 

 

関
連
市
町
村
の
担
当
者 

事
務
局 
徳
島
市
子
ど
も
未
来
部 

【教
育
・文
化
担
当
者
部
会
】 

構
成 

関
連
市
町
村
の
担
当
者 

事
務
局 

徳
島
市
教
育
委
員
会 

【産
業
・観
光
担
当
者
部
会
】 

構
成 

関
連
市
町
村
の
担
当
者 

事
務
局 

徳
島
市
経
済
部 

【生
活
基
盤
整
備
担
当
者
部
会
】 

構
成 

関
連
市
町
村
の
担
当
者 

事
務
局 

徳
島
市
都
市
建
設
部 

【環
境
担
当
者
部
会
】 

構
成 

関
連
市
町
村
の
担
当
者 

事
務
局 

徳
島
市
環
境
部 

【人
材
育
成
・協
働
・情
報
担
当
者
部
会
】 

構
成 

関
連
市
町
村
の
担
当
者 

事
務
局 

徳
島
市
総
務
部 

役 割 ◆各分野の連携事項について内容検討・事業化（既存事業含む）・実施 

１ 徳島東部地域定住自立圏共生ビジョン推進体制 

   （令和７年４月１日現在） 
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２ 徳島東部地域定住自立圏共生ビジョン懇談会設置要綱 

（設置）  
第１条 徳島東部地域定住自立圏共生ビジョンの策定または変更について、関係者の意見

を幅広く反映させるため、定住自立圏構想推進要綱（平成２０年１２月２６日総務省総

行応第３９号総務事務次官通知）に基づき、徳島東部地域定住自立圏共生ビジョン懇談

会（以下「懇談会」という。）を設置する。  
（所掌事務）  

第２条  懇談会は、徳島東部地域定住自立圏共生ビジョンの策定または変更に関し、幅広い

視点から協議し意見を述べる。  
（組織）  

第３条  懇談会は、委員２０人以内をもって組織する。  
２  委員は、学識経験者、定住自立圏形成協定に関連する分野の関係者等のうちから、市長

が委嘱する。  
（任期）  

第４条  委員の任期は、２年とする。ただし、再任は妨げない。  
２ 補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。  

（会長および副会長）  
第５条  懇談会に会長および副会長を置く。  
２ 会長は委員の互選によりこれを定める。  
３ 会長は、会務を総理し、懇談会を代表する。  
４ 副会長は、委員の中から会長が指名する。  
５ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、または会長が欠けたときは、その

職務を代理する。  
（会議）  

第６条  懇談会は、会長が招集し、議長となる。  
２ 会長は、必要があると認めるときは、懇談会に委員以外の関係者の出席を求め、関係

事項について説明または意見を聴くことができる。  
３ 会長は、重大な感染症のまん延防止措置の観点から又は災害その他やむを得ない事由

により懇談会を招集することが困難であると認める場合において、必要があると認める

ときは、書面またはオンライン会議システムにより開催することができる。  
（庶務）  

第７条  懇談会の庶務は、徳島市企画政策部企画政策課が行う。  
（その他）  

第８条  この要綱に定めるもののほか、懇談会の運営に関し必要な事項は、会長が懇談会に

諮って定める。  
附  則  

 （施行期日）  
１ この要綱は、平成２３年４月２１日から施行する。  
 （経過措置）  
２ この要綱の施行の日以後最初に委嘱される委員の任期は、第４条第１項本文の規定に

かかわらず、平成２５年３月３１日までとする。  
附  則  

 （施行期日）  
１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。  

附  則  
 （施行期日）  
１ この要綱は、令和４年３月３日から施行する。  
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３ 徳島東部地域定住自立圏共生ビジョン懇談会委員名簿 

任期 令和７年２月７日から令和９年２月６日まで（２年間） 

分 野 氏 名 所属 ・ 役職 
選  出 
市 町 村 

学識経験者 
 瀧川 めぐみ 公益財団法人徳島経済研究所：研究員 徳島市 

 
加渡 いづみ 四国大学・四国大学短期大学部：副学長 徳島市 

医療 宇都宮 正登 徳島市医師会：会長 徳島市 

福祉 

木 村  勇 人 石井町社会福祉協議会：事務局長 石井町 

水 上  明 彦 神山町社会福祉協議会：事務局長 神山町 

石 川  洋 至 藍住町社会福祉協議会：事務局長 藍住町 

教育  板 東  理 人 北島町学校支援地域本部事業コーディネーター 北島町 

産業振興 

田 中  隆 史 小松島商工会議所：専務理事 小松島市 

新 居  正 志 勝浦町地域活性化協会：常務理事兼事務局長 勝浦町 

野々山  聡 合同会社パンゲア：最高経営責任者 上勝町 

脇 田  美 幸 松茂工業団地企業協議会：事務局 松茂町 

環境 岡 部  恭 子 特定非営利活動法人アクア・チッタ：理事長 徳島市 

交通インフラ整備  奥 嶋  政 嗣 徳島大学大学院：教授 徳島市 

交流・移住促進 市 原  万 里 一般財団法人さなごうち：代表理事 佐那河内村 

情報（ＩＣＴ） 佐 光  正 夫 公益財団法人とくしま産業振興機構：地域 DX 推進部長 徳島市 

人材育成 
花 野  聖 子 板野町まちづくり女性の会：副会長 板野町 

安 田  克 良 元・板野郡農業協同組合：代表監事 上板町 

協働 松﨑 美穂子 特定非営利活動法人子育て支援ネットワークとくしま：理事長 徳島市 

 ◎会長、○副会長                         （令和８年２月１６日現在、敬称略、順不同） 
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